
年 月 日 時 分

総額（合冊）

第３配水区域拡張整備工事

年 月 日 年 月 日

公共下水道布設工事（２８－２）

年 月 日 年 月 日

（変更理由等）

入札を中止しました。

平 成 28 年 度 建 設 工 事 契 約 調 書
契 約 番 号 ２２

工 事 場 所 熊取町久保二丁目地内他

契 約 の 方 法 制限付一般競争入札

開 札 執 行 日 平成 28 9 5 10 00

開 札 場 所 熊取町役場　北館３階　大会議室

予 定 価 格 102,706,000 【税抜：円】 110,922,480 【税込：円】

最 低 制 限 価 格 86,357,000 【税抜：円】 93,265,560 【税込：円】

契約金額（参考） 0 【税抜：円】 0 【税込：円】

予 定 価 格 65,603,000 【税抜：円】 70,851,240 【税込：円】

最 低 制 限 価 格 55,523,000 【税抜：円】 59,964,840 【税込：円】

契約金額（当初） 0 【税抜：円】 0 【税込：円】

契約金額（変更）  【税抜：円】 【税込：円】

工 期（当初） 平成 28 9 7 ～ 平成 29 3 17

予 定 価 格 37,103,000 【税抜：円】 40,071,240 【税込：円】

最 低 制 限 価 格 30,834,000 【税抜：円】 33,300,720 【税込：円】

契約金額（当初） 0 【税抜：円】 0 【税込：円】

契約金額（変更）  【税抜：円】 【税込：円】

工 期（当初） 平成 28 9 7 ～ 平成 29 3 17

入 札 業 者 名 入札金額（税抜：円） 摘 要
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工 事 名 及 び 工 種
第３配水区域拡張整備工事及び公共下水道布設工事
（２８－２）

水道工事

契 約 業 者

備　

考

工 事 概 要

【第３配水区域拡張整備工事】
   配水管布設工  L=342.3m
     DCIP(NS)φ300  L=332.5m  DCIP(NS)φ100  L=1.1m  DCIP(NS)φ75  L=8.7m
   仕切弁設置工 ソフトシールφ300他  8基    消火栓設置工  地下式・単口     1基
   ドレン設置工                      4箇所  給水管設置工                   31箇所
   ストッパー設置工   CIP用φ350他   2基
   不断水割丁字管連絡工 CIP用φ350×φ200他 　2基
   仮設管工           設置・撤去     1式
【公共下水道布設工事（２８－２）】施工延長　　L=346.20m
   管渠工（開削）    VUφ200                   324.91m
   管渠工（推進）    取付管推進工法　VPφ200   6.96m
   マンホール工      1号組立    8箇所    楕円組立   8箇所   塩ビ人孔     16箇所
   取付管及びます工  塩ビ桝     40箇所
   付帯工                       1式



入札参加資格

　本工事の入札に参加できるのは単体企業のみとし、その資格は、熊取町建設工事等業者資格
審査要綱（以下「要綱」という。）第5条第3項の規定による平成28年度熊取町建設工事入札参
加有資格者名簿に登録されている者で、次の要件を満たしていること。

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないこと。
  （同条第２項各号のいずれかに該当すると認められてから3年を経過した者を除く。）

熊取町入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置を、入札関係書類請求期限日から開札
日までの間で受けていないこと。

熊取町契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を、入札関係書類請求期限
日から開札日までの間で受けていないこと。

会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第1項又は第2項の規定による更生手続開始の
申立て（同法附則第2条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件（以下「旧
更生事件」という。）に係る同法による改正前の会社更生法（昭和27年法律第172号。以下
「旧法」という。）第30条第1項又は第2項の規定による更生手続開始の申立てを含む。以下
「更生手続開始の申立て」という。）をしていない者又は更生手続開始の申立てをされてい
ない者であること。ただし、会社更生法第41条第1項の更生手続開始の決定(旧更生事件に係
る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。)を受けた者については、その者に係る会社更
生法第199条第1項の更生計画の認可の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生計画の認可
の決定を含む。）があった場合にあっては、更生手続開始の申立てをしなかった者又は更生
手続開始の申立てをされなかった者とみなす。

民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第1項又は第2項の規定による再生手続開始の
申立てをしていない者又は申立てをされていない者であること。ただし、同法第33条第1項
の再生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る同法第174条第1項の再生計画認可の決定
が確定した場合にあっては、再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなか
った者とみなす。

所在地要件 大阪府内に営業所を有していること。

等級別区分 「水道工事Ａ」に登録があること。

建設業許可 「土木工事」に関し、特定建設業の許可を有していること。

経営事項審査 平成27年２月６日以降の経営事項審査を受けていること。

工事実績 以下の工事実績を有していること。
国、特殊法人等又は地方公共団体発注の建設工事のうち、公告日から

過去10年以内に工事を完了し引き渡した「管工事」又は「水道施設工事」
で、請負金額が7,000万円以上のものを元請（共同企業体により受注した
ものを除く。）として施工した実績があること。

配置予定技術者 以下の条件を満たす技術者を配置できること。
①「土木工事」に係る監理技術者資格を有し、監理技術者講習を

修了している者
②当該工事の現場に常駐、専任できる者
③参加申込時点において、当該事業所と直接的かつ恒常的な雇用関係

（3か月以上）が確認できる者

配置予定現場代理人 以下の条件を満たす者を配置できること。
①当該工事の現場に常駐、専任できる者
②参加申込時点において、当該事業所と直接的な雇用関係が確認

できる者
※技術者と現場代理人の兼任は可能とする。
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